
[ 2 1 歳出科目別の主な事業内容と成果

I款1 1 議会費

[項1 1 議会費

目 主 な 事

年 dz h 費 1議会の活動状況

79，055千円

議 4z 2h 4コ2ズh 審

議 議
4コ3=zh 日 件

期 数 数

名

日 日 件

6月定例会 9 2 15 

9月定例会 10 21 27 

12月定例会 7 2 9 

3月定例会 23 31 42 

五十 49 91 93 

7月l6日臨時金 1 2 

II月四日臨時会 l l 4 

II月四日臨時会 1 l 3 

1月26日臨時金 5 

言十 4 4 14 

五十 53 13 107 

2 委員会の開催状況

業 内 乍m才p 

79， 055千円

79， 055千円

と 成 果

町長提出議案 議員提出議案

条 予 決 そ 専 条 意 決 そ

の 決

他 処 見 の

事 分

伊l算 算 件 伊l書 議 他

{牛 件 件 件 件 件 件 件 件
4 2 4 I 4 。。。。
2 10 12 3 。。。。。。5 。3 。。l 。。
2 21 。5 。。。。14 

81 38 16 12 4 。l 。14 。l 。1 。。。。。。l 。1 l 。。。l 

3 。。。。。。。。。l 。2 2 。。。。
3 3 。4 3 。。。
11 41 16 16 7 。 。15 

常任委員会 開催日数 特別委員会等 開催日数

総務建設産業委員会 4日 議会運営委員会 5日

民生文教委員会 413 議会広報編集委員会 16日

計 B日
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[款1 2 総務費 1，367，736千円

1，206，771千円[項1 1 総務管理費

目 主 な 事 業 内 廿がう と 成 果

l 

一 般管理費 I1 条例、規則、要綱、規程等の制定改廃の状況

320，892千円 l

区分 制定 改正 廃止 計

条例 1 12 。1 3 

規則 3 1 1 。14 

要綱等 1 0 14 2 26 

規程 1 1 。 2 

計 1 5 38 2 5 5 

(1)条例の制定

-池田町常勤の特別職職員の給与の特例に関する条例

(2)規則の制定

-池田町子ども手当事務処理規則

-池田町職員に対する子ども手当の認定及び支給に関する事務の

取扱いに関する規則

池田町集落公民館小規模修繕事業に関する補助金交付規則

2 指名競争入札者審査委員会事務及び池田町発注工事契約状況

(1)指名競争入札者審査委員会開催状況

開催回数 23回
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(2)工事等請負契約の状況

(単位千円)

契約金額
50万円未満

50万円以上 100万円以上

事 項 100万円未満 500万円未満

工事種別 件数 金額 件数 金額 件数 金額

土木工事 2 800 11 7，840 23 50， 734 

舗装工事 。 。。 。 日 18，540 

建築工事 。 。。 。 3 7，300 

電気工事 。 。。 。 l 4，400 

機械工事 。 。 2 1，610 7 11， 530 

その他工事 2 580 2 1，200 21 50，450 

測量等委託 1 380 1 900 23 51，450 

言十 5 1，760 16 11， 550 86 194，404 

500万円以上
1，000万円以上 計

1，000万円未満

件数 金額 件数 金額 件数 金額

6 43，560 12 332，600 54 435，534 

4 27， 700 2 53，500 14 99，740 

2 15，200 6 202， 700 11 225，200 

4 32，366 。 。 5 36， 766 

1 5，300 i 27，250 11 45，690 

8，500 l 18，990 27 79， 720 

4 27，000 2 30，850 31 110，580 

22 159，626 24 665，890 153 1，033，230 

(特別会計含む)

(3)電子入札の実施状況(ただし、請負契約金額 130万円以上に限る)

建設工事関係 88件中 8 7件(実施率 98.86%) 

測量及び建設コンサノレ~係 10件中 1 0件(実施率 100.00%) 

(4)指名競争入札参加資格審査申請受付

(岐阜県 ・市町村入札参加資格審査共同受付分。新規、更新、

業種追加 ・取下、変更等合計)

建設工事関係 1，307i牛

測量及び建設コンサノレ関係、 273件

延べ受付数 1， 580件

(池田町役場新規受付分)

経常建設企業体関係 9宇土

業務委託関係 29干土

物品納入関係 30宇土

延べ受付数 68宇土
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目 主 な 事 業 内 容 と 成 果

3 給与'l'i'等決算状況

一般会計

(1)特別職 (時叫立 千円)

区分 l倣員数
耳他切 与 'l'i' 

共済'l'i' 4ロ3、 昔十
報 酬 |給 料 |期末手当等| 言十

長等 2 11，604 4，425 16，029 1，392 17，421 

本 磯貝 12 39， 300 14，877 54， 177 6，595 60， 772 
年

度 その他 586 48， 379 48， 379 48， 379 

.‘ 計 600 87，679 11，604 19， 302 118，585 7，987 126，572 

長等 2 12，264 4，819 17，083 1， 704 18， 787 
品目IJ 

設員 12 39，300 15，443 54，743 6，608 61，351 
年

度 その他 510 45，365 45，365 45，365 

計 524 84，665 12，264 20， 262 117，191 8，312 125，503 

長 等 。 。ム 660 ム 394 ム 1，054 ム 312 ム 1，366 

比 餓 員 。 。 。ム 566 ム 566 f'.. 13 ム 579

紋 その他 76 3，014 。 。3，014 。3，014 

害十 76 3，014 ム 660 ム 960 1，394 ム 325 1，069 

(2)一般職給与 (l~位 千円)

-、
手 当

区分 給 料
扶養手当 管理職手当 住居手当 特殊出J務手当 時間外手当

本年度 520，368 16，085 2，486 2，643 202 21，235 

前年度 551，503 16， 155 3，004 3，517 228 21，216i 

比 較 {:， 31， 135 f'.. 70 {:， 518 ム 874 ム 26 19 

手 当
共済'l'i' 合計

1通勤手当
2匹前地 ・由日置 ・ iUI来手当勤勉 許児Ii.柿例一時金

5，525 10，932 188，845 247，953 179，401 947， 722 

5， 767 6，850 210， 547 267， 284 173，070 991， 857 

ム 242 4，082 ム 2し702ム 19，331 6，331 ム 44，135 
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目 主 な 事 業 内 令が~ と 成 果

(3)一般職職員数
(111位人)

区 分 一般行政職 福祉職 税務職 教育職 技能労務職 合計

本年度 104 36 12 。 18 170 

前年度 110 35 12 。 22 179 

比 較 ム 6 1 。 。 ム 4 ム 9

(職口敏は年度来現在)

.‘ 

特別会計

(1)一般職給与 (11叫立 千円)

区分 給料
手 当

扶養手当 管理職手当 住居手当 特罫之助勝手当 時間外手当 E

本年度 37，022 2， 146 49 324 1，231! 

前年度 34， 134 1，620 49 324 752 

比 較 2，888 526 。 。 。 479 

手 当
共済!fJ: 合計

通勤手当
車.，地・由日直・ WJ末手ー当勤勉 計児量・神岡一時金

-、
269 1，957 13，099 19，075 10，673 66， 770 

259 941 12，640 16，585 9， 505 60，224 

10 1，016 459 2，490 1， 168 6，546 

(2 )一般i似職員数 (111位入)

区 分 一般行政職 福祉職 税務職 教育職 技能労務職 合計

本年度 6 5 11 

前年度 6 6 12 

比 較 。 。 。 。 ム l ム l

(職員数は年度末現在)
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4 人事管理他

(1) 行政機構及び事務の合理化

当町においても、 住民サービスの向上、 行政需要の高度化・多様

化に伴って時代に即応した組織機構を編成するため、 また効率的・効

果的な行政運営を図るため、池田町行政改革大綱を尊重して、計画的

効果的な推進に努力している。

(2)定員管理

職員の定数については、権限移設や町民ニーズの高度化・多様化に

適確に対応するため、職員の適正配置に努めると共に、 組織の適正規

模に留意しつつ、行財政総点検を実施し事務事業の見直し、五且識機構

の簡素合理化等を積極的に進め、職員定数の適正化と効率的な執行体

制を継続維持していく。

(3)職員研修

職員研修にあたっては、一般行政職員を対象としたマナー研修の実

施と共に、地方公務員倫理の確立、資質・職務遂行能力の向上、モチ

ベーションの維持等を図るため、 自己啓発に重点を置いた研修内容の

充実に努めた。

(内容) 1 市町村研修センターを利用 した各種の職員研修への参加

地方公務員制度、地方自治制度を習得するための研修他

2 市町村研修センターを利用した海外派遣研修事業の実施

(4)厚生制度

職員の保健、福利厚生に関する事項について、下記の事業を実施した。

1)保健に関する事業

種 日IJ
年代別総合健康診断( 般、心電図、血液、胃部

X線、腹囲測定等、前立腺、乳・子宮癌検査等)

実施者数 255 名

種 lllJ 特定健康診査、特定保健指導

実施者数 1 3 名

2)福利厚生に関する事業

-市町村職員共済組合所管の保養施設の活用

-市町村職員共済組合による厚生施設の利用助成

(5)各種相談等利用状況

種別 内 容 相談員 相談日 件数

行政相談
行政に関する相

行政相談委員 毎月第2火曜日 1 3 
談等

人権相談 家庭の悩み、人権 人権擁護委員 年7回 7 
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目 主な事業内容と成果

円

件

千
6

5

 

n
ロハ
h
u

可
A

必
性

9

3

 

0
6

1
よ

ーム

況状の受川
撒

送

針
溌

発

料

狩

便

便

刊
訂
郵
郵

nhU 

2 
財産 管 理 費 I1 管財事務

793，692千円

i3

4
一

7

件
一

一

分
一用

一

区
一使
料
一

均
一用
一時

有

一

知
一使
一
一

一十

皐
孔
寸
l
l斗
I
l
l
1
1
」一
三ロ

第
一分

地
一

の一一

産
一r
一士

+
4
d
-rDLF

一

開

u
p
一
一

)
 

1
 

(
 金額(千円)

384 
1， 303 

1， 687 

(2)公有財産取得 ・処分事業

く取得事業〉

①目的

所 在

面積

金額

相手

中公民館駐車場用地

六之井字深池1474-1の一部

306.79rri 
28，948，007円

池田町土地開発公社

目 白百 建物

所 在 六之井字深池 1474-1、1480-1
構造 鉄骨コンクリート造陸屋根 4階建

延面積 299.29rri 
金額 無償

相手 池田町土地開発公社

② 目 的 温知保育園正門前道路用地

所在 萩原字寿話野 1216-3 他1筆

面積 173.92rri 
金額 2，845，312円

相手 池田町土地開発公社
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他 4筆

来答者駐車場用地

六之井字深池 1501-3
463rrf 
3，096，720円

池田町土地開発公社

的

在

積

額

手

目

所

面

金

相

③ 

他3筆

道の釈整備事業用地

片山字市場 1952-2
2，229rrf 
26，710，358円

池田町土地開発公社

的

在

積

額

手

目

所

面

金

相

④ 

道の駅整備事業用地(駐車場)

片山字市場1935ー 1 他 18*
10，977.12rrf 
117，442，141円

池田町土地開発公社

的

在

積

額

手

目

所

面

金

相

⑤ 

北部工業団地水路用地

段字員筒237-2
198rrf 
2，994，736円

池田町土地開発公社

的

在

積

額

手

目

所

商

金

相

⑥ 

北部工業団地用地(工事 ・設計費等含)

段字員健240-1 他 12悠
32，169.10rrf 
532，556，933円

池田町土地開発公社

的

在

積

額

手

目

所

国

金

相

⑦ 

北部工業団地用地

段字貝飽240-1
33，662.34rrf 
509，140，601円

アピ株式会社岐阜市加納桜田町1丁目 1番地
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(3)保険契約の状況

契 約

種 jJIJ 件数 金額 (千円)

建物災害共済(公有建物) 62 4，031 
火災共済(町営住宅) 78 234 

自動車損害賠償責任保険 50 777 
自動車損害共済 76 1， 850 
総合賠償保険料 1 1，873 

(4)借地件数及び面積 (H23. 3. 31現在)

主管課 | 件数 l借地面積(rrl) 

総務課 12 I 4，553.82 
住民課 5 I 5，891. 76 
健康福祉課 6 I 6，794.00 
建設課 1 I 440.00 
産業課 2 0 I 1，064，880.00 
学校教育課 20 I 25，341.58 
社会教育課 18 I 29，248.00 
池田温泉 9 I 11，976.00 

合計 91 I 1，149，125. 16 

(5)公共施設省エネ推進事業 5，076千円

(公共施設省エネ推進事業補助金 2， 500千円)

LED式蛍光灯購入

池田町役場庁舎1、2階に節電及び環境に配慮した LED式蛍

光灯を 326本分購入、 設置。
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目 主な事業内容と成果

3 

企 爾 費11 自お留守ノミス走訴す業務事業

4 

36，517千円l 蝉或の皆様の利便性向上と、公共交通機関の利用偲生を図り、地或

コミュニティ内の移動の附果、高樹渚などの車の運転ができなし、あ盈

弱者の移動を確保するため、池田町コミュニティパスの北回り、南回

りの2コースを衛担月曜日に溜子した。

また、名腕丘鉄パス廃止に伴う、代替ノミス運転(池田町役場~市橋

間)を 10月 1日から実施した。

2 養老鋭草活性似編纂会負担金 ・養老鉄迫骨欄助金

養老量局面白線自f副本による、養老t均萱司笥涜に向け、養老量苅董の利

用促進及。敬善策並びに主主弓強お萱のあり方などの研究と交流を行っ丸

交通安全11 あ盈安全対策事業

対 策 費| 町内での交通死亡事故多発を受け、非常事i~宣言の実施と交通安全

8， 740千円! 大会を開H呈するなど、町内における道路交通の安全を図り、もって交

通事故の防止と町民のあE安全に対する意識の高揚に努めた。

(1)池田町苅昌宏全協議会

交通事故の多発を受け、町と協議会との連絡体制を強化し、交通安

全確保のために各程該活安全対策事業を劫面した。

・毎月 1日 .1 5日の街頭指導

-お E安全通I欄間中の師長指導

.イベントの交通誘導・あ邑整理

( 2)池田町古重安全女出麟各協議会

町内30名の女性を「交通安全対釦として劃属し、街頭指導などし

て頂き、あ亘事故防止に努めむ

-毎月 15日締頁持議

-交通安全運j[f}期間中の街頭指導

( 3)高齢者のあ昌安全

老人クラブ交通安針金問9日)を期首し、あ亘安全を推進しむ
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目 主 な 事 業 内
n生'" と 成 果

(4 )交通安全施設整備状況(新設のみ) (4，134千円)

交通安全施設 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

カーブミフー 1 5基 2 5基 23+52基 25基

道路照明灯

赤色回転灯 2基 2基

自主光式主差点量

デ1ネーター

λト7J 7イ

道路注意標識 6基 5基

信 号 機

( 5)チャイノレドシート貸与事業

チャイノレドシート等の着用促進を図るため、ベビーシート、

チャイノレドシー ト、ジュニアシートを貸与 した。

貸し出 し 26  {，牛

(6 )交通安全教室実施状況

年度 子供会 保育園 小中学校 老人クラコ噂 PTA役員 言十

1 9 1 3 5 1 1 1 1回

20 2 7 4 1 14回

2 1 4 5 7 1 1 7回

22 2 2 5 7 l 1 7回

(7)交通事故件数

年 度 人身事故 死 亡 負 傷 物損事故

平成 19年 85!'牛 3人 107人 569!Q' 

平成 20年 9H牛 3人 1 1 9人 56 li'ト

平成 21年 7Hヰ 2人 1 0 7人 579イ牛

平成 22年 1 0 3事ド 4人 146人 6 2 1件
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目 主 な 事 業 内 容 と 成 果

5 

文書広報費 l. r広報いけだ」発行事業 (5，790千円)

5， 790千円

年度 発行部数 発行日

平成19年度 月 7，600部 毎月 1日

平成20年度 月 7，700部 11 

平成21年度 月 7，750部 11 

平成22年度 月 7，750部 11 

各種法令、諸規則、町の諸施策、行事などを正しく分かりや

すく紹介し、町民の方々に役立ち親しみやすい広報づくりに心

掛けた。また、より多くの方々に見ていただくため、 PDF加工

を施し、池田町のインターネットホームページに掲載した。

2 広報活動

マスメディア(新聞社、有線放送、大垣ケーブノレテレビ等)

を活用して、町事業の啓蒙普及を行い、町の紹介、イベント情

報などを発信し、町の PRに努めた。
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目 主な事 業内容 と成果

6 
情報管理費 I(1)情報仮興事業 (21，028千円)

36，422千円| 行政及び教育のヰットワーク安定稼働とセキュリティ確保のため

に、年間1を通してネットワーク 機器の管理運用に情報政策室職員全

員であたってきた。

ホームページのアクセス数を解析するツーノレを導入し、最もよく

閲覧されるべージや検索語句などのカウント数を解析し、その情報

を基にページの更新を行ってきた.最近ではインターヰットの検索

ザイ卜で“池田町"と検索すると上位に表示されるようになった。

また、迷惑メ ーノレの受信をカットするために、“問い合わせフォー

ム"を作成し、ホームベージ上の電子メーノレアドレスを7オーム形

式に変更 した。 迷惑メーノレの受信件数は 1日1-2件となり、ヰッ

トワーク機器の負荷や事務処理の効率化を図ることができた.

サーバ室の空調機の更新を行い、室外機への“打ち水"を行う装

位を設置し、省ヱヰ対策を行った。

収入

( 1 )いけだ 1ヰットメーノレ登録料 (1千円)

( II )義法組合機器・回線等負担金 (2，337千円)

( lli)揖斐郡教育センターインターネット回線等負担金 (96千円)

支出

( 1 )機総修繕料等(1， 843千円)

( II )イ ンターネット通信費 (2，999千円)

(lli) システム・ハード yフト保守料 (9，235千円)

(羽)ノξyコンリース料 (6，455千円)

(VlI)サーバ室空調機更新 (483干円)

(VllI )その他 (13千円)

( 2 )情報ステイション池田事業 (6，239千円)

1 Tを活用したコミュニケーションの普及 とパyコン相談業務を

継続して行ってきた。インターヰットを利用する上でのウイノレス対

策ソフトの導入方法や家庭内での無線通信の方法などの相談が多く

あり、 lTを活用した生活が多くなっていることも分かった.

2 2年度は、緊急雇用創出事業補助金を アノレに活用し、昨年に引

き続き、ホームベージのコンテ J ツ作成を行った。ライフサイクノレ

~ I I カテゴリの作成により、見やすく分かりやすいものとした。

また、日齢者 1T支援事業も補助金を活用し、 γ ニアヰットクラ

ブのサポートや地上デジタノレ放送移行への PR活動を行った。

7 5歳以上の高齢者宅を訪問し、地デジの普及率を捌査した結果

は、全国でも初の試みであったことから、総務省から制査データの

提供の依~"があった。

収入

( 1 )情報ステイション電気 電話料等(17千円)

(日)パ Yコン講習会受講料 (57千円)
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目 主な 事 業内容と成果

-支出
( 1 )情報ステイション池田運営需用費 (402千円)

(IJ )悩報ステイション池田運営委託料 (936千円)

(ill)パyコン講習会開催委託料 (486千円)

(IV) 池田町ポータノレサイト構築業務委託料(1， 015千円)

( V) 高齢者 1T支援事業委託料 (3，400千円)

「情報ステイション池田」利用状況

平成23年3月31日現在

件 | 人数

情報ステイション利用者 260日 4，281人

ステイション講座参加者 154回 1，085人

シニ アネ ットクラブ 142回 1，781人

子 r も講座 14回 86人

計 7，233人

( 3 )常子計算事業 (9，155千円)

住民際窓口での住記データ異動処理各種註明書等の発行や毎日の

町税収納処理、国民健康保険税の徴収及び水道料金 ・住宅使用料保

育料児童手当等の直接住民にサービスをするシステムをはじめ、財

務会計システムなどの基幹業務が安定稼働するために、基幹業務サー

パの更新を行った。

また、これまでの基幹業務用や職員用ノートパ Yコンのハー ドディ

スク 320本を、物理破壊を施し、溶解処理にて安全に廃棄した。

災害時や停電時に業務ザーパや端末、ネットワーク機器への電源供

給を行う無停電電源装置の更新を行い、担駄な電力負荷を無くし、最

大限機能するように、装置を含めた周辺機器、配線等の見直しも行っ

た。

収入

( 1 )袈基組合財務会許システム再構築分負担金 (269千円)

-支出
( 1 )機器修繕料等 (1，071千円)

( IJ )情報セ J ターシステム保守委託料 (2，883千円)

(ill)情報セ J ター機器保守委託料 (693千円)

(IV )ハードディスク廃棄委託料 (321千円)

(V)基幹業務サーパ等リース料 (3，562千円)

(Vl )無停電電源装置リース料 (625千円)
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目 主 な 事 業 内 廿~ と 成 果

Iホームベージアクセス盆析結墨l
※平成 22年 8月アクセス統計ツ ノレ導入

《月別訪問者数とページリクエスト数》

月 訪問数 ベージリクエスト数

B月 31，121 94，883 

9月 31，718 91，882 

10月 28，102 74，365 

11月 25，316 72，937 

12月 22，906 83，636 

l月 28，410 83，390 

2月 23，627 83，817 

3 !l 25，986 92，310 

《最もよく閲覧されているベ ジ》

※平成 22年 8月~平成 23年 3月中のアクセス数を合計

1 妊婦さんの食事(保健センター) アクセス数 31，991 

2 池田温泉トップページ(池田温泉) アクセス数 22， 502 

3 泉質・お風呂などの紹介(池田温泉) アクセス数 19， 326 

4 温泉施設案内(池田温泉) アクセス数 12，586 

[地上デジタル放送対応韮況lJ乏盛 23年 6月 24日現在)
75歳以上の単独世帯及び 2人世帯における地デジ対応状況の把握

(民生委員及びデジサポ岐阜の協力を得て調査)

※実施時期 平成 23年 l月下旬-6月下旬に実施

-調査該当世帯数 280世帯(単独世帯 194世帯/2人世帯 86世帯)

-デジタノレ対応世帯数 240世帯 (単独世帯 159世椛/2人世帯 81世帯)

-デジタノレ未対応世~W 4世帯 (単独世帯 3世帯/2人世帯 l世帯)

-調査不可世帯 36世帯(施設入居・転居・死亡・留守等)

-調査終了世帯 211世帯 (280世帯 一36世帯)

※デジタル未対応の 4世帯については、最寄りの親族や電気底へ依頼

済みという状況であった

地上デジタノレ放送対応串 98.36首

また、情報ステイション池田に常設の相談コーナーの設置や、みの池

悶ふるさと祭や各地区の福祉会事業、池田温泉、児虫館、国体推進事業

において、 P R活動やデジタノレ化対応状況のアンケートを行ってきた。
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目 主 な 事 業 内 $ と 成 果

7 

諸 !J'1: (1)池田町功労者表彰式の執行状況

4，718千円

池田町表彰規程に基づきl町内各界の功労者の表彰を行

った。

表彰租別 被表彰者

地方 自治 。
社会福祉 1 

功労 体育功労 5 
表彰

業 。
公共団体 。
金員寄付 2 

計 B 

(2) 永年勤続区長感謝状贈呈

永年にわたり区長として、町の発展に尽力願った方々に

感謝状の贈呈を行った。

勤続年数 該当人数

4年 2名

8年 1名
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目 主 な :;:I~ 業 内 符~才切 と 成 果

(3)旅券発給事務

県からの権限移譲及び住民サービスの向上を目的とし

て、パスポート(旅券)の申諮 ・交付窓口を開設し、旅

券の発給事務を行ったロ

種別 件 数

10年 262 

5年 1 8 0 
申請

訂正 4 

紛失 4 

言十 450 

10年 268 

交付 5年 178 

訂正 4 

言十 450 

(4) 団体育成振興補助金事業

まちづくりに関連した NPO、関係団体に対し、育成振|

興の補助金交付を行った。
チノ、ゼ イ寸 実 高~l

{牛 数 金 額

2 200，000円

ーに
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[款1 2 総務費

I項1 2 徴税費 104，240千円

目 主 な 事 業 内 信e生~ と 成 果

1 1 町民税

税務総務費 町民税の線税にあたっては、申告ftjl/度の重要性と収支計算舎の提

85， 778千円 出等指導を量点に所得調査を実施し無申告或は、課税漏れの防止に

つとめ、税の公平化と適正課税に努めた。

(1)個人町民税の課税状況
(単位。人)

納 税 義 務 者 数

項 目
均等害1/ 所得おl均等制と

退職所得 言十
の み の み 所得劃l

普通徴収 771 428 3，537 4， 736 

特別徴収 590 96 6，955 57 7，698 

計 1，361 524 10，492 57 12，434 

(特別徴収義務者数 1，756社)

(単位千円)

項 目 均等害1/ 所得i!i'/ 退職所得 言十

普通徴収 12，447 310，076 322，523 

特別徴収 23，191 687，179 12， 142 722，512 

百十 35，638 997， 255 12， 142 1，045，035 

(2)法人町民税の課税状況

(単位件)

申告件数
均等割 均等書11

計
の み 法人税制

575 334 204 538 

(単位:千円)

均等 jlill額 法人税制額 計

48， 146 129，204 177，350 
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目 主 な 事 業 内 d乍ヤ? と 成 果

2 固定資産税

固定資産税に係る適正かっ公平化の原則から、均衡化を図ること

を目標に、全町路側面評価方式導入や土地の現況調査等に万全を期

した。更に家屋評価では、実地調査等により評価の適正化に努めた。

償却資産については、申告制度のため、現地調査と新規課税等の

調査 ・申告指導に努めた。

(1)課税状況

(単位 千円)

区 分 納税義務者数 調 定 額

(人)

10，326 1，376，695 

固定資産税 土 地 7，391 494，899 

家 屋 7，968 621，039 

償却資産 348 260， 757 

国有資産等所在市町村 l 5 

交付金及び 交付金 l 5 

納 付 金 納付金 。 。
言十 10， 327 1， 376， 700 

( 2)評価実績

-土地の部

(単位 千円)

地 積 決定価格 課税標準額

法定免税点 法定免税点、 法定免税点

筆数 評価地積以上のもの 総額

千rr1千rr1 以上のもの 以上のもの

回
一般田 9，417 9，179 8， 744 1，018，455 970，176 970，176 

介在回 108 43 43 546， 733 546， 733 343，830 

畑
一般畑 4， 724 1，625 1， 508 74， 738 69， 303 69，303 

介在畑 47 13 13 158， 351 158， 351 100， 155 
古{ 地 25， 331 4，652 4，634 83， 724， 029 83，440，333 29，546，553 

鉱泉地 3 。 。 1， 670 1，670 1，670 

池 沼 10 11 10 543 503 503 

山 林 1，987 4，236 3，866 71， 574 64， 786 64， 786 

原 !IlI' 641 199 174 10， 051 8， 767 8， 767 

鉄軌道 254 37 37 154， 923 154，923 116，997 

その他 1， 276 499 497 6，522，799 6，516，801 4，163，895 

言十 43， 798 20，494 19， 526 92，283，866 91，932，346 35，386，635 

(注)法定免税点、 300 千円
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目 主 な 事 業 内 々が~・ と 成 果

-家屋の部

(単位。千円)

区 分 棟 数 床 面積口f 決定価格

木 総 数 9，812 1，070，037 22，601，292 

造
法定免税点

9， 316 1， 042， 511 22，569，456 
以上のもの

木

造
総 数 5， 587 904，937 23，434，487 

以 法定免税点
5，481 901，814 23，423，522 

外 以上のもの

総 数 15， 399 1， 974， 974 46，035，779 

言十 法定免税点
14， 797 1，944，325 45，992，978 

以上のもの

(注)法定免税点 200千円

-新増築家屋等の部

(単位千円)

区 分 棟 数 床 面積EI2 
決定価格

木 新築分 111 16，624 1，111，430 

増築分 2 45 2， 363 

造 言十 113 16，669 1， 113， 793 

減少分 109 6，930 40， 227 

木 新築分 41 8， 300 463， 273 

造 増築分 l 58 1， 664 

以 言十 42 8， 358 464， 937 

外 減少分 34 2，699 32， 294 

新増 築分 計 155 25，027 1，578，730 

減少分計 143 9，629 72， 521 
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目 主 な Z存 業 内 信向、T と 成 果

償却資産の部

(単位千円)

種 jjlJ 決 定 {日 格

相陣 築 物 2，008，891 

町長が決定 機械及び装置 10，688，944 

船 舶 232 

したもの 車綱及び連 j般具 54，920 

工具器具及び備品 1，983，215 

言十 14，736，202 

総務大臣が決定し配分したもの 3，653，221 

県知事が決定し配分したもの 249，444 

d口h 言十 18，638，867 

(注)法定免税点 1，500千円

3 軽自動車税の課税状況

(単位千円)

区 分 出!税台翠) 調 定 額

原動機付自 転 車 1. 033 1，088 

小 型特殊 ・農耕用 1 9 1 535 

輪 255 612 

輪 1 3 

軽自動車 四輪貨物 2，338 9， 332 

四輪乗用 5，255 37，836 

一 輪小型 278 1， 1 1 2 

ミーカー 22 55 

d口h 言十 9，373 50， 573 

ζ
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目 主 な 事 業 内 乍M 才- と 成 果

4 その他町税の課税状況

-町たばこ税 (単位。千円)

区 分 売 渡 し 本 数 調 定 額

従量苦手l 26，360，700本 97，305 

-鉱産税 (単位千円)

生 産 量 納税義務者 調 定 額

390，650t ニ星砿業ほ(株か)
2キ土

694 

2 

賦 課徴
2
収千費

円18，46 

底内
を図っ

町 の金
納ピニ収

段階的夜

滞

に

に悪』土施質
、

を実し
。

l

1)振替納税の利用状況

区 分 納税義務者数 振替納税 普及率 摘要
利用者数 (%) 

町 民税 4，601 2， 333 50.71 

固定資産税 10，318 7， 6 1 8 73.83 

軽自動車税 9， 392 4， 823 51. 35 

言十 24，311 14，774 60. 77 

(注1) 納税義務者数は納税通知書発送時の数値

(注 2) 町民税特別徴収分は含まず。

(2)滞納処分等の実施状況 (単位件)

差押 差押

通知 預貯金 給与 不動産 その他 計 捜索

2 1 51 2 1 3 23 89 2 

(注)不動産差押は新規差押の件数
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[款 2 総務費

[項1 3 戸籍住民基本台帳費 27，707千円

目 主 な 業 内 容 と 成 果

1 

戸籍住民 1 戸籍関係の状況

基本台帳費

27，707千円 (1)本籍 ・人口数(各年度末現在)

(本籍数単位戸何本箱人口lji{立人)

年度 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年 平成 22年

本籍数 9， 776 9， 794 9，858 9，910 9，955 

本籍人口 26，174 26， 175 26，260 26，280 26，297 

(2 )届出件数(平成22年度分)

(単位件)

種別
窓 口 他市町村

総数
本籍 非本籍 から送付

出生 136 66 llO 312 

死亡 190 31 38 259 

婚姻 84 11 196 291 

離婚 39 6 27 72 

転籍 67 。 38 105 

戸籍訂正 ・克E 13 。 。 13 

養子縁組 12 5 II 28 

養子離縁 7 。 l B 

入籍 31 6 26 63 

その他 25 3 17 45 

合計 604 128 464 l， 196 

(3 )届出件数の推移

(l)i位件)

年度 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成21年 平成22年

戸籍届出件数 1， 180 1， 145 1，216 1，237 1， 196 

7
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目 主 な 事 業 内 宅ポヲT と 成 果

2 住民基本台帳関係の状況

(1)人口 ・世帯数(各年度末現在)

住民基本台帳登録 (単位人 ただし世帯数については単位 戸)

年度 平成 18年 平成 19年 平成20年 平成21年 平成 22年

男 12，032 12， 148 12， 152 12，213 12， 174 

女 12，546 12，558 12，542 12，577 12，571 

計 24，578 24， 706 24，694 24， 790 24， 745 

世帯数 7，085 7，250 7，349 7，451 7，499 

外国人登録 (単位入ただし世帯数については単位 戸)

年 度 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年 平成 22年

男 105 122 124 104 105 

女 211 242 200 182 183 
肝 316 364 324 286 288 

世帯数 246 270 220 182 182 

人口 ・世帯数の推移 (単位人ただし世椛数については単位 戸)

年度 昭和35年 昭和40年 昭和45年 11目前】 50 '1' 昭和 55年

人口数 15，580 15，610 16，533 19，341 20，949 
世椛数 3，191 3，462 3，902 4，585 4，981 

年 度 昭和60年 平成2年 平成7年 平成 12年 平成 17年 平成22年

人口数 21，651 22，444 23，825 24，317 24，575 24， 745 
世帯数 5，209 5，538 6，123 6，540 6，975 7，499 

人口 ・世帯数の推移
3目，民間 白人口融

-世帯敏

25，臥抽

開

開
15.0田

1% 

~-10，倒閣

5側JO

。
昭和35年 40年 45年 50年 55年 60'< 平成2年 7年 12年 17年 22年
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目 主 な 事 業 内 廿- と 成 果

( 2 )住民票記載 ・削除

(単位入)

記 載 自U 除

年 度 転入 出生 その{也 合計 転出 死亡 その他 合計 増減

平成18年 720 173 。893 662 226 2 890 3 

平成19年 743 200 3 946 612 203 3 818 128 

平成2C年 724 209 l 934 745 201 。946 ム 12

平成21年 726 197 2 925 605 222 2 829 96 

平成22年 684 195 3 882 705 221 l 927 ム 45

(人)
住民票の異動状況

800 

，'" 、
， ¥ 、

700 
.//// ， 

¥ 、弓Z

~"" 

、、唱、、‘.'"一" 

600 
、一‘、、、 一・/，-

500 
一+一転入

-・一出生
400 ---A-一転出 トー

〉モ死亡

300 

200 
ー.一一ー『回国一一司圃'--ーー-一』・， 一一一何一一一一一一一

100 

。
平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年
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目 主 な事 業 内 容 と 成 果

3 各種証明書発行状況(平成 22年度)

(件)

14，000 

12，000 

10，日00

8，000 

6，000 

4，000 

2，000 

。
平成18年

3，542，800円

2，087，200円

1，958，800円

発行件数5年間の推移 包戸籍謄妙本等

ロ住民票等

園

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

-60 -



目 主 な ヰE 業 内 容 と 成 果

4 広域住民EZ等相互発行状況(平成 22年度)

(判数単位件手数料単位円)

池田町作成分 池田町受付分

件数 手数料 件数 手数料

住 民 票 の 写 し 等 173 34，600 54 13，450 

戸 籍 1世 抄 本 461 207，450 339 152，550 

除 ・ 改 籍 謄 抄 本 43 32，250 54 40，500 

その他(印鑑在明等) 76 15，200 30 7，750 

骨十 753 289，500 477 214，250 

5 外国人登録事務の状況

(1)申部件数 (平成 22年 1月~平成22年 12月)

(単位件)

種別 新規登録 転入 切替等 変更登録

件数 43 40 38 465 

種別 11ii<出 閉鎖

件数 22 71 

(2 )国籍別外国人登録者数(平成22年度末現在)

(単位件)

韓国 ・朝鮮 中国 アメリカ インドヰシア '̂-Jレーー

16 163 3 3 3 

ブフジノレ プイ リピン ベトナム アノレゼンチン タイ

63 22 2 2 

英国 ドイツ ノ〈フグアイ /レマエア ベルギー

5 l 

スリフンプJ

合計 288人
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[款J 2 総務費

[項] 4 選挙費 21，244千円

目 主 な 事 業 内 が廿" と 成 果

1 
選挙管理 1.選挙人名簿の調整

委員会費 公職選挙法に基づき定時登録、随時株消、移替え登録により滋

7，517千円 挙人名簿の吉岡獲をし、正確性を確保すべく名古車の縦覧を行った。

選挙人名簿登録者数

年 ・月 男 女 言十

22年 6月 9，483人 9，964人 19，447人

22年 9月 9，483人 9，992人 19，475人

22年 12月 9，470人 9，994人 19，464人

23年 3月 9，475人 9，993人 19，468人

2 
選挙啓発費 1 新有権者に対し、成人式において政治参加の窓織をもたせるた

20千円 めに選挙関係小冊子を配布した。

2 町内小中学校児童生徒を対象に選挙に対する関心を持たせる

為に、明るい選挙の啓発を目的としたポスターを募集し、 37
作品の応募があった。
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目 主 な 事 業 内 乍げヤT と 成 果

3 

参議院議員 1 参議院議員通常選挙については、平成 22年6月 24日に公示

通常選挙費 し、 7月 11日の投開票の日程で実施され、その管理執行状況

7，304千円 は次の通りであった。

立候補者数等 当日有権者数 投票者 棄権者 投票率

5人 19，429人 11，800人 7，629人 60.73% 

比例 19，429人 11，797人 7，632人 60.72% 

4 
県議会議員 1 岐阜県議会議員選挙については、平成 23年4月 1日に告示し

選 挙 費 揖斐郡選挙区においては立イ呉補者が 3人であり、 4月 10日の

1， 158千円 投開票の日程で実施され、その管理執行状況は次の通り であっ

た。

立候補者数 当日有柿者数 投票者 棄権者 投票率

3人 19，345人 10， 749人 8， 596人 55.56% 

5 

町長選挙費 1 池田町長選挙については、平成 23年 1月 11日に告示し、立

5， 245千円 候補者が 2人であり、 1月 16日の投開票の日程で実施され、

その管理執行状況は次の通りであったロ

立候補者数 当日有権者数 投票者 棄権者 投票率

2人 19，286人 10，478人 8，808人 '54.33% 
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[款1 2 総務費

[項1 5 統計調査費 7，447千円

目 主 な事業内容と成果

1 

統計調査費11 国際調査費 ( 7， 145千円)

7，447千円| 国内の人口や世帯の実態を明ら古斗こすることを目的に、日本に住ん

でいるすべての人及び世帯を対象に調査を霜面した。

調査期日 ・・・ H22.1O.1

指導員 ・・・ 13名

調査員 ・・・ 96名

2 工業統苦精閣査 ( 258千円)

車与量業を営む事業所の生産要素、生産活動の成果を調べ、工業の実

態を明らかにするとともに、工業に関する政策の基礎資料を得ること

を目的に調査を実施し丸

調査期日 ・.. H22. 12. 31 

調査員 ・・・ 7名

3 学校基材置 (44千円)

学校に関する基本事頁を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得る

ことを目白~として芸誌面しtc.
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[款1 2 総務'J'J:

[項1 6 監査委員費 327千円

目 主な 事業内容と成果

1 

監査委員資 I1 
327千円

例月現金出納検査

地方自治法第 235条の 2第 1項の規定に基づき、 一般 特

別会計及び基金について現金の在高及び出納関係諸表等の計数

の確認、現金の出納事務が適正に行われているか等を主眼とし

て、毎月検査を実施した。

2 定期監査

地方自治法第 199条第4項の規定に基づき、町の財務に関

する事務の執行状況及び事業の管理について定期監査を 7月か

ら翌年3月にわたって各所属ごとに実施した。

3 財政援助団体監査

地方自治法第 199条第7項の規定に基づき、池田町商工会

など補助団体の事務の執行状況につき監査を実施した。

4 決算審査、財政健全化判断比率・公営企業資金不足比率審査

地方自治法第 233条第2項、同法第 241条第5項の規定

により平成 22年度一般会計 ・特別会計の決算及び基金の運用

状況について、また地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第 3条第 l項、 同法第 22条第 1項の規定により健全化判断比

率及ひ・資金不足比率について、平成23年8月 16日に審査し

意見書を提出した。
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